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貸 借 対 照 表 

(2026年２月28日現在) 
（単位：千円） 

科     目 金  額 科     目 金  額 

(資 産 の 部)  (負 債 の 部)  

流 動 資 産 1,817,609 流 動 負 債 1,137,330 

現 金 及 び 預 金 362,048 買 掛 金 190,960 

売 掛 金 285,254 短 期 借 入 金 160,000 

商 品 1,092,517 
１ 年 内 返 済 予 定 の 
長 期 借 入 金 

8,326 

貯 蔵 品 17,069 リ ー ス 債 務 2,881 

前 渡 金 8,011 未 払 金 154,822 

前 払 費 用 46,155 未 払 費 用 53,983 

そ の 他 6,612 未 払 法 人 税 等 27,052 

貸 倒 引 当 金 △58 未 払 消 費 税 等 36,717 

  前 受 金 293,334 

固 定 資 産 934,861 預 り 金 16,868 

有 形 固 定 資 産 557,140 賞 与 引 当 金 39,900 

建 物 499,531 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 152,482 

構 築 物 19,170   

機 械 及 び 装 置 13,884   

車 輌 運 搬 具 0 固 定 負 債 264,169 

工具、器具及び備品 4,636 リ ー ス 債 務 7,421 

土 地 10,000 退 職 給 付 引 当 金 24,822 

リ ー ス 資 産 9,918 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 71,516 

  資 産 除 去 債 務 119,409 

無 形 固 定 資 産 3,335 そ の 他 41,000 

ソ フ ト ウ ェ ア 2,677   

そ の 他 657 負 債 合 計 1,401,500 

  (純 資 産 の 部)  

投資その他の資産 374,385 株 主 資 本 1,350,970 

出 資 金 210 資 本 金 94,525 

長 期 貸 付 金 507 資 本 剰 余 金 72,837 

従業員に対する長期貸
付 金 

547 資 本 準 備 金 72,837 

長 期 前 払 費 用 1,482 利 益 剰 余 金 1,183,607 

繰 延 税 金 資 産 156,001 そ の 他 利 益 剰 余 金 1,183,607 

差 入 保 証 金 25,527 繰 越 利 益 剰 余 金 1,183,607 

敷 金 170,870   

そ の 他 19,746   

貸 倒 引 当 金 △507   

  純 資 産 合 計 1,350,970 

資 産 合 計 2,752,470 負債・純資産合計 2,752,470 

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
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損 益 計 算 書 

( 
2025年３月１日から 

2026年２月28日まで ) 
（単位：千円） 

科       目 金       額 

 売上高  5,716,440 

 売上原価  2,998,010 

 売上総利益  2,718,429 

 販売費及び一般管理費  2,840,742 

 営業損失  △122,313 

 営業外収益   

受取利息 410  

受取配当金 8  

受取手数料 2,116  

受取賃貸料 3,914  

受取保険金 443  

作業くず売却益 1,998  

助成金収入 3,116  

その他 3,747 15,753 

 営業外費用   

支払利息 1,822  

賃貸費用 2,854  

株式公開費用 5,000  

その他 208 9,884 

 経常損失  △116,443 

 特別損失   

固定資産除却損 1,014  

減損損失 60,562 61,577 

 税引前当期純損失  △178,020 

法人税、住民税及び事業税 48,885  

法人税等調整額 △84,655 △35,770 

 当期純損失  △142,250 

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
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株主資本等変動計算書 

( 
2025年３月１日から 

2026年２月28日まで ) 
（単位：千円） 

 

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 資本剰余金合計 

当期首残高 94,525 72,837 72,837 

当期変動額    

当期純損失    

当期変動額合計 ― ― ― 

当期末残高 94,525 72,837 72,837 

 

（単位：千円） 

 

株主資本 

純 資 産 合 計 
利益剰余金 

株 主 資 本 合 計 その他利益剰余金 
利益剰余金合計 

繰越利益剰余金 

当期首残高 1,325,858 1,325,858 1,493,221 1,493,221 

当期変動額     

当期純損失 △142,250 △142,250 △142,250 △142,250 

当期変動額合計 △142,250 △142,250 △142,250 △142,250 

当期末残高 1,183,607 1,183,607 1,350,970 1,350,970 

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
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個別注記表 
 
重要な会計方針 

１．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

(1) 商品のうち個品管理を行っているもの 

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

(2) 商品のうち上記以外のもの 

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

(3) 貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並

びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物及び構築物 10～39年 

機械及び装置  17年 

(2) 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。 

(3) 長期前払費用 

定額法を採用しております。 

(4) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 

３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当事業年度負担額を計上しております。 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しており

ます。なお、退職給付債務の算定は簡便法によっております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上しておりま

す。 

 

４．収益及び費用の計上基準 

当社は、次の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。 

ステップ１：顧客との契約を識別する 

ステップ２：契約における履行義務を識別する 

ステップ３：取引価格を算定する 

ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する 

ステップ５：履行義務を充足した時に収益を認識する 

 

主要な事業における顧客との契約に基づく主な履行義務の内容、通常の収益認識時点及び収益の測定方

法は次のとおりであります。 

 

(1) 店頭販売 

当社は、店頭販売については、主にアウトレット品の家具・雑貨等（自社の在庫商品）を直営店で一

般消費者に販売しており、直営店への来店顧客を主たる顧客としております。 

当社は、店頭で受注した商品の顧客への提供を履行義務として識別しておりますが、商品の引渡しの

条件を勘案した結果、商品に対する支配を顧客に移転して履行義務を充足するのは商品を顧客に引渡し

た時であると判断し、当該時点で収益を認識しております。 
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売上高は、店頭表示販売価格に顧客に支払われる対価（＝信販会社への金利・手数料等）の影響を反

映させた金額で測定しております。 

 

(2) 絨毯の預託販売 

当社は、絨毯の預託販売については、主に預託先から預託を受けた絨毯・ギャッベを店舗での展示会

等で一般消費者に販売しており、展示会等の来店顧客を主たる顧客としております。 

当社は、販売の委託を受けた絨毯を代理人として販売するサービスを別個の履行義務として識別して

おりますが、本取引において預託先が支配する商品が顧客に移転するのは、当社が預託商品の絨毯を展

示会又は店頭で顧客に販売した時であると判断し、当該時点で収益を認識しております。 

本取引において当社は代理人であるため、売上高は、展示会等の来店顧客への販売価格から預託先へ

の支払対価等を差し引いた金額で測定しております。 

 

(3) ＦＣ取引 

ＦＣ取引については、ＦＣ加盟店に対する店舗開店支援業務、権利等の付与、店舗運営支援や商材供

給を行っており、ＦＣ契約を締結したＦＣ加盟店を顧客としております。 

当社は、ＦＣ取引においては、①ＦＣ加盟店の開店準備の支援、②当社チェーン店として開業する権

利・商圏の付与、③事業活動の支援、家具等の商材の供給、④チラシ・消耗品・運送サービス等の提供

を別個の履行義務として識別しておりますが、それぞれ、①ＦＣ店舗が開店した時③当社から商品を出

荷した日④それぞれの役務提供が完了した時に履行義務が充足されていると判断し、当該時点で収益を

認識しております。また、②については、フランチャイズの権利の付与期間にわたって収益を認識して

おります。 

売上高は、加盟金収入、固定ロイヤルティについては、ＦＣ契約書に記載された金額で、変動ロイヤ

ルティ、チラシ・運送サービス等については、個別のＦＣ加盟店からの発注書を基礎とした金額で測定

しております。 

 

会計上の見積りに関する注記 

１．国内店舗に係る固定資産の減損 

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額 

 当事業年度（千円） 

有形固定資産 557,140 

うち店舗に係る有形固定資産 526,237 

減損損失 60,562 

 

(2)見積りの内容に関する理解に資する情報 

①当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法 

当社は、各店舗を独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位としており、営業活動から生じ

る損益が継続してマイナスである店舗や、使用範囲または方法について、店舗閉鎖等の回収可能価額を

著しく低下させるような状況が発生している店舗等について固定資産の減損の兆候があるものと判定し

ております。店舗別の営業損益を把握するにあたっては、各店舗に直接関連する売上高や原価、経費を

適切に把握するとともに、本社費等の共通費を一定の配賦基準に基づき適切に配賦しております。 

減損の兆候があるものと判定した店舗について、当該店舗の割引前将来キャッシュ・フローの総額が

帳簿価額を下回る場合には、使用価値又は正味売却価額のいずれか高い方の金額まで帳簿価額を減額し、

当該減少額を減損損失として計上いたします。 

なお、当事業年度の計算書類において減損損失60,562千円を特別損失に計上いたしました。 

②当事業年度の計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定 

減損損失の認識の判定に用いられる割引前将来キャッシュ・フローは、当社が作成した各店舗の将来

計画を基礎として見積もられており、この将来計画には、各店舗の売上高や粗利率、経費等を含めた営

業損益の将来予測が含まれております。 

③翌事業年度の計算書類に与える影響 

この将来計画には将来の予測が含まれるため、その実現には不確実性があり、経済状況の変化等によ

り実際の業績が将来計画を下回った場合には、翌事業年度において減損損失の計上が必要となる可能性

があります。 
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貸借対照表に関する注記 

１． 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産及び担保付債務は次のとおりであります。 

建 物  53,755千円 

短 期 借 入 金  20,000千円 

   
 
２． 有形固定資産の減価償却累計額 646,213千円 

 

損益計算書に関する注記 

１．期末棚卸高は収益性の低下による簿価切下後の金額であり、次の棚卸資産評価損が売上原価に含まれて

おります。  

  

棚 卸 評 価 損 △1,912千円 

  

 

２．減損損失 

    

場 所 用 途 種 類 減損損失 

宮崎県 店 舗 建物、構築物 13,396千円 

埼玉県 店 舗 建物、構築物 13,482千円 

千葉県 店 舗 建物、構築物 33,683千円 

合 計 60,562千円 

当社は、資産を概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位で区分し、事業用資産は店舗

単位、賃貸資産・遊休資産については個別の物件毎にグルーピングしております。 

その結果、事業用資産のうち、収益性の悪化した資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。その内訳は、建物57,776千円、構築物2,785

千円であります。 

事業用資産の回収可能価額は、使用価値により測定しておりますが、将来キャッシュ・フローに基づ

く使用価値がマイナスであるため、零として評価しております。 
 
株主資本等変動計算書に関する注記 

１．発行済株式に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 増 加 減 少 当事業年度末 

普通株式（株） 971,000 － － 971,000 

 

２．自己株式に関する事項 

該当事項はありません。 

 

３．新株予約権に関する事項 

当事業年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来しているもの）の目的となる株式の数 

 普通株式 99,300株 

 

４．配当に関する事項 

該当事項はありません。 
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税効果会計関係に関する注記 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

繰延税金資産  

 資産除去債務 41,872千円 

 減価償却費超過額 33,299千円 

 賞与引当金 13,670千円 

 未払事業税 2,443千円 

 未払社会保険料 4,077千円 

 退職給付引当金 8,715千円 

 役員退職慰労引当金 77,349千円 

 未払事業所税 2,599千円 

 クレジット手数料 1,378千円 

 商品評価損 1,548千円 

 原状回復費用 5,515千円 

 その他 1,525千円 

繰延税金資産小計 193,995千円 

評価性引当額 △26,500千円 

繰延税金資産合計 167,495千円 

繰延税金負債  

 資産除去債務に対応する除去費用 △11,492千円 

 その他 △1千円 

繰延税金負債合計 △11,494千円 

繰延税金資産純額 156,001千円 

 

金融商品に関する注記 

１．金融商品の状況に関する事項 

（1）金融商品に対する取組方針 

当社は、資金運用については安全性の高い金融資産を中心に運用し、また、資金調達については主に

銀行借入により調達しております。デリバティブ取引は行わない方針であります。 

（2）金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。 

敷金は、主に不動産賃貸借取引に係るものであり、取引先企業等の信用リスクに晒されております。 

営業債務である買掛金は、1年以内の支払期日であります。借入金及びファイナンス・リース取引に係

るリース債務の使途は運転資金（短期）及び設備投資資金（長期）であり、長期借入金は固定金利で支

払利息の固定化を実施しております。 

（3）金融商品に係るリスク管理体制 

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

当社は、営業債権及び敷金について、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、回収遅延

債権については個別に把握及び対応を行う体制としております。 

②市場リスク（金利等の変動リスク）の管理 

当社は、借入金に係る支払金利については、金利動向に鑑み調達金利の固定、変動を選択しておりま

す。 

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

当社は、担当部署が定期的に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などにより流

動性リスクを管理しております。 

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価額がない場合には合理的に算定された価
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額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等

を採用することにより、当該価額が変動することもあります。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、現金及び預金は

注記を省略しており、売掛金、買掛金、短期借入金、未払金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に

近似することから、注記を省略しております。 

 

 貸借対照表計上額(千円) 時価(千円) 差額（千円） 

敷金 170,870 163,055 △7,815 

資産計 170,870 163,055 △7,815 

長期借入金（※） 8,326 8,326 － 

リース債務（※） 10,303 10,249 △53 

負債計 18,629 18,575 △53 

(※) １年内返済予定の長期借入金及びリース債務を含めております。 

 

(注１)  金融商品の時価の算定方法 

資 産 

敷金 

これらの時価については、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等、適切な指標で割り引いた

現在価値により算定しております。 

 

負 債 

長期借入金及びリース債務 

これらの時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り

引いた現在価値により算定しております。 

 

(注２) 金融債権の決算日後の償還予定額 

 
１年以内 
（千円） 

１年超５年以内 
（千円） 

５年超10年以内 
（千円） 

10年超 
（千円） 

敷金 69,772 78,318 16,227 6,551 

合計 69,772 78,318 16,227 6,551 

 

(注３) 長期借入金、リース債務の決算日後の返済予定額 

 
１年以内 
（千円） 

１年超 
２年以内 
（千円） 

２年超 
３年以内 
（千円） 

３年超 
４年以内 
（千円） 

４年超 
５年以内 
（千円） 

５年超 
（千円） 

長期借入金 8,326 － － － － － 

リース債務 2,881 2,881 2,343 1,189 805 201 

合計 11,207 2,881 2,343 1,189 805 201 

 

 

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ

ルに分類しております。 

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該

時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価 

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の

算定に係るインプットを用いて算定した時価 

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ

ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 
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(1）時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債 

該当事項はありません。 

(2）時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債 

 
時価（千円） 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

敷金 － 163,055 － 163,055 

資産計 － 163,055 － 163,055 

長期借入金（※） － 8,326 － 8,326 

リース債務（※） － 10,249 － 10,249 

負債計 － 18,575 － 18,575 

(※) １年内返済予定の長期借入金及びリース債務を含めております。 

 

(注) 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

資 産 

敷金 

これらの時価については、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等、適切な指標で割り引いた

現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。 

 

負 債 

長期借入金及びリース債務 

これらの時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り

引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。 

 

収益認識に関する注記 

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

当社は、オフプライス事業の単一セグメントであり、顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、

次のとおりであります。 

 当事業年度（千円） 

直営店 
ＦＣ店 
ＥＣサイト 
外部展示会 
その他 

5,161,645 
514,597 
25,240 
14,094 

862 

顧客との契約から生じる収益 5,716,440 

外部顧客への売上高 5,716,440 

 

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

「重要な会計方針」「４.収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。 

 

３．当該事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報 

（1）契約資産及び契約負債の残高等 

 当事業年度(千円) 

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 267,692 

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 285,254 

契約負債（期首残高） 255,699 

契約負債（期末残高） 293,334 

貸借対照表において、顧客との契約から生じた債権は「売掛金」に含まれており、契約負債は「前受

金」に含まれております。 

当事業年度に認識された収益について、期首時点で契約負債に含まれていた金額は251,562千円であり

ます。 
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（2）残存履行義務に配分した取引価格 

当社においては、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な取引がないため、残存履行義務に

関する情報の記載を省略しております。 

 

関連当事者との取引に関する注記 

該当事項はありません。 

 

１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額 1,391円 32銭 

１株当たり当期純損失 △146円 50銭 

 

重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 

 
 


